
2022年度活動計算書等 220523

科目 予算額 決算額 差異
Ⅰ　経常収益

　１　会費収入 750,000 717,000 33,000

　２　事業収入 3,470,000 4,607,950 △ 1,137,950

フリースクール 2,790,000

教育相談 70,000

研修会等講師他 830,550

資料翻訳 917,400
　３　寄付金収入 600,000 761,783 △ 161,783

　４　助成金収入 17,073,082 17,700,082 △ 627,000
県教育委員会 1,700,000
子どもの人権連 0
WAM 8,540,000
愛川教室 2,049,256
県川教室 4,783,826
Living in Peace 470,000
横浜市コロナ補助金 157,000

　５　その他収入 10,000 33,470 △ 23,470
　　　　受取利息 0 100 △ 100

　　　　雑収入 10,000 33,370 △ 23,370 書籍売り上げ等 33,370

　経常収益計 21,903,082 23,820,285 △ 1,917,203

Ⅱ　経常費用

　１　事業費 18,930,000 18,938,521 △ 8,521
　　　①外国につながる子どもたちのための
　　　　教育・進路支援事業費 17,630,000 18,088,717 △ 458,717
　　       ガイダンス実施
              ・ガイドブック作成事業 1,600,000 1,469,483 130,517 県教委よりの委託

　　      かながわ外国人教育相談事業　　　 400,000 292,795 107,205

　　      高校生への学習等支援事業 800,000 625,463 174,537

　　     ネットワーク会議事業 30,000 0 30,000

　     　若者交流事業 100,000 0 100,000

       　たぶんかフリースクールよこはま事業 3,000,000 5,165,405 △ 2,165,405

　　     CEMLA関係事業 300,000 78,045 221,955

　　　　多文化子ども・若者支援センター事業
　　　　（WAM事業) 6,000,000 4,636,031 1,363,969

　    　高校でのキャリア支援事業 100,000 0 100,000

　　　　愛川学習支援教室 1,700,000 1,540,444 159,556

　　　　県立川崎高校日本語教室 3,600,000 4,281,051 △ 681,051

　　②多文化共生教育に係る啓発・提言
　　　　　に関する事業費 1,300,000 849,804 450,196

　　　　　　研修会等講師派遣 500,000 257,575 242,425

　　　　　　翻訳 800,000 592,229 207,771

　２　管理費 3,835,000 3,855,703 △ 20,703

　　　　　　人件費 3,000,000 2,949,760 50,240

　　　　　　事務所家賃 320,000 314,400 5,600 水道光熱費含む

　　　　　　事務経費 100,000 220,003 △ 120,003

　　　　　　通信費 150,000 83,355 66,645

　　　　　　支払手数料（改顧問料） 165,000 213,685 △ 48,685 税理士報酬および振込手数料等

　　　　　　法人税等 100,000 74,500 25,500

　３　予備費 50,000 470,000 △ 420,000

　　　　　　予備費 50,000 470,000 △ 420,000

経常支出計 22,815,000 23,264,224 △ 449,224

当期経常増減額 △ 911,918 556,061

当期正味財産増減額 △ 911,918 556,061

前期繰越正味財産額 10,169,070 10,169,070

次期繰越正味財産額 9,257,152 10,725,131

Living in Peaceのカンボジア支援

　　　　　　助成金収入

コロナ対策費、租税公課等

２０２１年度　特定非営利活動に係る事業会計活動計算書
2021年４月１日から2022年３月31日まで

（単位：円）

内訳

団体会員@10,000×3団体
正会員会費 @6,000×104名
賛助会員会費　@3,000×21名

　　　　①外国につながる子どもたちのための
　　　　　教育・進路支援事業収入 1,570,000 2,860,000 △ 1,290,000

　　　　②多文化共生教育に係る啓発・提言
　　　　　に関する事業収入 1,900,000 1,747,950 152,050


